
所属：健康福祉課

国・県
支出金

地方債 その他

３民生費 継続 社会福祉事業 35,458 250 35,208 ○民生児童委員・主任児童委員活動による低所得者、高齢者世帯、母子世帯などの実態 国・県

１社会福祉費 援助活動、児童の保護など地域福祉活動の推進と指導を図る。 支出金

２社会福祉 　　・報償費 民生委員６５名、民生委員推薦会委員１２名 　 ２，６９０千円 ２５０千円

事業費 　　・旅費 　 普通旅費・特別旅費・費用弁償 　　　　　　　　　 ８１０千円
　　・負担金及び補助金
　　　　　民生委員協議会補助金  　　　　　　　　　　　　　　　 ５８５千円
　　　　　中部民生委員協議会負担金 　　　　　　　　　　　　　１６３千円

○社会福祉活動の拠点である社会福祉協議会に補助金を交付し福祉活動の推進を図る。
　　・人件費 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　１４，６８１千円
　　・管理費(建設資金元金補給補助）　　　　 　　　　  　 １０，１７０千円
　　・各事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，５７５千円

○各種団体育成に補助金を交付し福祉活動の推進を図る。
　　・遺族連合会補助金 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８００千円
　　・原爆被害者健康診断補助金 　　　　　　　　　　　　　　　　３７千円
　　・県社会福祉協議会負担金 　　　　　　　　　　　　　　　　　８２千円

○特別養護老人ホーム建設資金償還金にかかる利子に対する助成を行う。
　　・みどり園（２件）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，９８０千円
　　・赤碕福祉会（１件）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８７０千円

○無年金者となっている在日外国人の高齢者及び障害者に対して特別給付金を給付す
る。

　　・扶助費 ３人×２５，０００円×１２月 　　　　　　　　　　　　９００千円

○一般事務に係る経費
　　・需用費 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８５千円
　　・役務費 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０千円

7-1-1

事業計画の概要

予算額
　　（千円）

　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円

款・項・目
新規
継続
の別

事業名 摘要特定財源 事業内容一般
財源



7-1-2

国・県
支出金

地方債 その他

3.民生費 継続 老人福祉事業 27,238 2,571 780 23,887 ○身体上、環境上、経済的の事情により、居宅での生活が困難な高齢者が養護老人ホー 個人負担

1.社会福祉費 ムに入所するための措置を行う。 780千円
6.老人福祉費 　・委託料　　（老人保護措置費　７名分）　　　　　　　　　　　１２，０８８千円

　・報償費　　（入所判定委員医師２名２回分）　　　　　　　　　　　　１０千円

○介護保険に係る要介護認定者の住宅改修費を助成し、居住環境の整備を図り在宅生活
を支援する。
　・補助金　（高齢者居住環境整備費　５３３千円×１件分）　　　５３３千円
　　（市町村交付金対象事業）

○老人クラブの活動の充実と発展を助長し高齢者の生きがいづくりと健康維持を目的とし 県２/３

て、老人クラブの活動について助成する。 （国1/３

　・補助金 老人クラブ連合会運営補助金　　　　　　　　　　　　　 ９０３千円 　県１/３）

　　　　　　　単位老人クラブ補助金（５０クラブ）　　　　　　　　 ２，０５０千円
               老人クラブ連合会が行う健康づくり補助金　　　　　  ９０４千円

○高齢者が自己の能力や経験を生かして就業し、地域社会に貢献するとともに、生きがい
と健康づくり及び仲間づくりをとおして、高齢者の福祉推進及び高齢者雇用就業対策の一
環として支援、助成をする。
　・補助金　（シルバー人材センター運営費）　　　　　　　　　 ４，３００千円

○７０歳以上で町民税が非課税の方に、はり・灸・マッサージを受けた時に支払う施術費用
の一部を助成します。
　・扶助費　（１，０００円×１２月×２５名分）　　　　　　　　　　　 ３００千円

○ひとり暮らし高齢者の急病等に対応するための緊急通報設置時、低所得の高齢者を対
象に電話基本料金を助成する。
　・扶助費　（５名　１２ヶ月分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ８７千円

○７５歳以上の高齢者を対象に敬老の意を表し、敬老会開催部落に助成する。
　・補助金　敬老会実施部落　10名以上　127部落×10,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10名未満　 33部落×  5,000円
　　　　　　　敬老会対象者　　3,358人×1,000円　　　　　　　　４，７９３千円

摘要特定財源 一般
財源

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　財源内訳　　　　（千円）

事業内容

（新規）



国・県
支出金

地方債 その他

○満８８・９０歳、９９歳以上の高齢者を対象に長寿を祝福して、祝い金を配布する。
　・扶助費　（８８歳・９０歳・９９歳以上　５，０００円×２２４名）　１，１２０千円
　　　

○老人福祉事業をスムーズに行うため。
　・需用費　消耗品費祝い封筒・コピー代他　　　　　　　　　　　　　８０千円

　・役務費　通信運搬費郵券代・電話代　　　　　　　　　　　　　　　７０千円
3.民生費 継続 高齢者支援 10,365 1,080 9,285 ○高齢者支援サービスを行う。
1.社会福祉費 サービス事業 　　・旅費  普通旅費                             　　　　　 11千円
6.老人福祉費 　　・需用費  消耗品   コピー代・用紙代等　　　　 　70千円

　　・　〃　  　燃料費　ガソリン代等　　　　　　　　  140千円
　  ・　〃　　　修繕料　法定点検修繕　　　　　　　　 40千円
　　・役務費　火災保険料(高齢者憩いの家など)  108千円
　　・　〃　　  自動車保険料                               32千円

○家に閉じこもりがちな高齢者等に対し、通所による各種サービスを提供することにより、 個人負担

社会的孤立感の解消、自立生活の助長及び介護状態になることの予防を図る。 864千円
   （ミニデイサービス）
　　・委託料　(2,300円×120人×2回×12月) 　6,624千円

○調理が困難な高齢者等に対し、定期的に居宅に訪問して栄養のバランスのとれた食事 個人負担

を提供するとともに、利用対象者の安否確認を行う（配食サービス）。 216千円
　　・委託料　（650円×4人×15日×12ヶ月）      468千円

○ひとり暮らし高齢者等の急病や災害時の緊急時に迅速かつ適切な対応を図る。
　 （緊急通報装置設置）
　　・委託料　システム管理費　　　　  1,301千円
　　・扶助費　装置購入費・部品交換 　 476千円

○公共の交通機関を利用することが困難な高齢者等に対して医療機関までの送迎を行う。
　 （外出支援サービス）
　　・補助金　1,000千円
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款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　財源内訳　　　　（千円）

事業内容 摘要特定財源 一般
財源



7-1-4

国・県
支出金

地方債 その他

○町民の健康づくりとしてウォーキングを推奨し、町会員登録制の個人実施型ウォーキング
を行う。（健康づくりウォーキング）
　　・報償金　ウォーキングプロジェクト会議報償（2,000円×10人×3回）　60千円

　　・需用費  消耗品　ウォーキング大会事務用品等　　　　　　　　　　　　  20千円
　　・　〃　  　食糧費　ウォーキングプロジェクト会議等　　　　　　　　        15千円

3.民生費 継続 高齢者自立支援普及 159 159 ○高齢になっても住み慣れた地域でいきいきと生活するために、琴浦まごころ支え愛隊や
1.社会福祉費 促進事業 ボランティアを中心に地域住民の自主活動を普及し、介護予防や生きがいづくりにつなが
6.老人福祉費 る地域活動を行う。

　・報償費　ボランティア育成報償費等　　   34千円
　・需用費　消耗品費　 活動材料費　　　　120千円
　・　〃　　　印刷製本費　写真現像代          5千円

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　財源内訳　　　　（千円）

事業内容 摘要特定財源 一般
財源



国・県
支出金

地方債 その他

3民生費 継続 心身障害者医療費 3,540 3,540
1社会福祉費

　対象見込　身障3・4級　9人　療育B　23人　精神2級　8人

3民生費 継続 障害者福祉費 271,860 190,507 30 81,323   障害者の自立促進・生活改善・社会参加を増進するため、障害福祉　サービスの充実を
１社会福祉費 障害福祉サービスを円滑に行うための費用等
10障害者福祉費 　　報償費（障害者地域自立支援協議会委員謝礼）　　　               40千円

　　　　　　 （成年後見報酬）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   120千円 国1/2
県1/4

　　旅　費　（ケース連絡会旅費　等）　                                       22千円
　　需用費　 
　　　　　消耗品費　（自立支援医療受給者証他）　　                      150千円
　　役務費   
　　　　　通信運搬費　（郵券料他）　　　　　　　　　       180千円
　　　　　手数料　（主治医意見書）　　      　　　　　　　 252千円 国1/2

           手数料　（国保連請求事務手数料他）　　　　　354千円

　　　　　手数料　（成年後見手数料）　　　　　　　　　　 100千円
国1/2
県1/4

　　 委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　
　　　　○自立支援医療費審査支払事務委託料　　　　　　　　　　　　　 41千円
　　　　○国保連合会請求事務システム改修費委託料　　　 　　　　　 265千円 県10/10

　　　  ○障害者地域生活支援センター事業　　　　　　　　   　　　　 1,735千円
　　　      中部圏域の各市町負担による障害者の相談支援の

　　　　　ための委託料。（仁厚会）
　　　   ○コミュニケーション支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,519千円
　　　      中部圏域の各市町負担による手話通訳者派遣のため
　　　　    の委託料。（NPO法人ふくろう）

国1/2
県1/4
上限有

　　 負担金・補助及び交付金
　　  ○東伯郡身体障害者福祉協会負担金　　　　　　　　　　　     　　57千円
　　　   地域社会の福祉充実に向けて、障害者の社会参加と自立更生

  　   へ向けた各種大会への参加及び事業を推進するための負担金。
　　  ○障害者自立支援認定審査会ふるさと広域連合負担金　　   1,988千円

7-1-5

摘要款・項・目
新規
継続
の別

事業名 予算額

9心身障害者
医療費

事業内容

　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円
特定財源 一般

財源

　　　身体障害者手帳３・４級および療育手帳B、精神保健福祉手帳２級所持者の方で町民
税非課税者に対し、医療費の本人負担額の半額を助成し、健康の保持と世帯の生活の安
定を図る。



7-1-6

国・県
支出金

地方債 その他

　　　   障害者自立支援法施行に伴う審査会運営の為の中部広域連合へ
     　 の負担金。

国1/2上
限有

　　　○障害児通園施設利用者負担軽減事業負担金　　　 　　　　　　27千円 県1/2
　　　○福祉フォーラムインとっとり他研修会他負担金      　　　　　　　12千円
　　　○施設入所障害児・者在宅生活支援事業補助金(2名）         　 72千円 県1/2
　　　　 施設入所中の障害者が自宅に帰省の際、入浴等の介助を行う

　　   ヘルパー派遣の助成を行う。
　  　○発達障害児・者在宅生活支援事業（2名）　　　　　　　　　　　   87千円 県1/2
　　　   療育手帳の対象とならない自閉症児等をかかえる保護者等に

　     対し、家事援助等のヘルパー派遣の助成を行う。
　  　○地域生活体験モデル事業 （2名）                                       78千円 県1/2

　　   家族と同居している障害者が、民間アパートなどで必要な
　　     支援を受けながら地域生活を体験する機会・場となる事業
         を行うことにより、その社会的自立を促進する。
　　　○町身体障害者福祉協会補助金　　　　　　　　　　　　  　　　　　300千円
　　　○町精神障害者家族会補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10千円
　　　○障害者グループホーム夜間世話人配置事業　　　　　　　　　3,066千円 県1/2

　　　 知的障害者・精神障害者グループホームをパニックや発作等
　　　   を引き起こす恐れのある障害者が利用する場合に、夜間世話人を配置
　　　   することにより、利用者の安全を確保するとともに、グループホームの

　　   運営の安定化を図る。(7名）
      ○中部・町手をつなぐ育成会補助金　　　　　　　　　　 　　　　　　 100千円
　　  ○自立支援対策特例基金事業円滑化事業補助金　　　　　　　1,380千円
　　　　　報酬日払い方式導入による激変緩和事業
　　　○自立支援対策臨時特例基金事業通所サービス利用促進事業補助金（新）
　　　　 （就労継続B型事業所送迎サービス補助）　　　　　　　　　　　6,000千円
　　　○自立支援対策臨時特例基金事業ケアホーム支援体制強化事業補助金（新）
　　　　 （ケアホームの重度障害者支援体制強化事業）　　　　　　　　  836千円

　　住宅改修費
　　　○障害者住宅改良助成事業（１件）　　　　　　　　　　　　         　666千円
　　　　住宅改良費を助成することによって障害者の在宅生活を支援する。
　　　　　（市町村交付金対象事業）

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円

事業内容 摘要特定財源 一般
財源

県3/4

県3/4

県3/4



国・県
支出金

地方債 その他

　　扶助費
　　 　○自立支援医療給付費（ 更生医療）　　　　　　　　　　　　　  11,724千円
　　　　  障害認定の対象となった機能の障害を軽減、除去しあるいは代償す
　　　    ることにより、日常生活能力を回復させることを目的とする医療につい

　　    て、その医療費を給付する。

国1/2
県1/4

　　  ○障害者補装具給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,197千円
　　　　 義肢、補聴器等の補装具を給付または、修理することで日常生活や

　　   職業生活の便宜を図り、その福祉の推進を図る。
国1/2
県1/4

　　　 ○腎臓機能・精神障害者交通費助成（40名）　　　　　　　　 　　 690千円
　   　 人工透析等を必要とする患者及び障害者小規模作業所通所者

　　　　  （公共交通機関利用者）に対して、交通費の一部を助成し福祉
　　　  の増進を図る。

　　   ○ストマ用装具自己負担助成金（28名）　　　　　　　　    　　　　200千円
　　　    身体障害者（ぼうこう又は直腸機能障害）が、補装具として、ストマ用
　　      装具の給付を受ける際に支払う自己負担金の２分の１を助成し、その
          福祉の向上を図る。
　　　○重度障害者タクシー料金助成事業　　　　　　　　　　　　　    　840千円
　　　　 重度障害者が通院等タクシーを利用する場合、タクシー料金の一部を
          助成することで、日常生活の利便と社会参加の拡大を図り、福祉の増

　　　 進に資する。(60名）
　　  ○地域生活支援費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　28,824千円

　　　 日常生活用具給付事業、日中一時支援事業、移動支援事業、
　　　   自動車運転免許取得・改造助成事業、地域活動支援センター

　　   事業を行い、障害者の地域福祉の向上を図る。

国1/2
県1/4
上限有

　　　　・日常生活用具給付　　       3,444千円
　　　　・日中一時支援事業　　　       300千円
　　　　・自動車改造助成事業　　　    100千円
　　　　・自動車運転免許助成事業　　200千円
　　　　・移動支援事業　　              　780千円
　　　　・地域活動支援センター　　 24,000千円

　　　○自立支援給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　207,928千円
　　　 在宅及び施設の身体・知的・精神障害者等の福祉の向上を図るため

　　　   居宅介護・短期入所・グループホーム・施設訓練費等の支援を行い
　　   障害者福祉の向上を図る。

国1/2
県1/4

　　　　　・居宅介護(ホームヘルパー)　18人＠573,500円×12ヶ月
　　　　　・基準該当生活介護　2人＠258,725円×12ヶ月

7-1-7

特定財源 一般
財源

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円

事業内容 摘要
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国・県
支出金

地方債 その他

　　　　　・生活介護　3人＠1,416,207円×12ヶ月
　　　　　・児童デイサービス　5人＠80,390円×12ヶ月
　　　　　・短期入所　3人＠144,635円×12ヶ月
　　　　　・共同生活介護(ケアホーム)　10人＠990,757円×12ヶ月
　　　　　・施設入所　3人＠232,563円×12ヶ月
　　　　　・共同生活援助(グループホーム)　9人＠444,636円×12ヶ月
　　　　　・自立訓練(生活訓練)　1人＠2,735円×12ヶ月
　　　　　・就労移行支援　1人＠104,622円×12ヶ月
　　　　　・就労継続Ａ型　2人＠199,401円×12ヶ月
　　　　　・就労継続Ｂ型　24人＠2,400,000円×12ヶ月
　　　　　・身体入所更生　2人＠478,032円×12ヶ月
　　　　　・身体入所療護　7人＠2,425,631円×12ヶ月
　　　　　・身体入所授産　1人＠123,119円×12ヶ月
　　　　　・身体通所授産　4人＠621,743円×12ヶ月
　　　　　・知的入所更生　18人＠3,606,055円×12ヶ月
　　　　　・知的通所更生　1人＠220,229円×12ヶ月
　　　　　・知的入所授産　4人＠1,059,013円×12ヶ月
　　　　　・知的通所授産　9人＠1,378,173円×12ヶ月
　　　　　・特定障害者特別給付費　33人＠504,665円×12ヶ月
　　　　　・相談支援(サービス計画費)　5人＠8,500円×5人×12ヶ月
　　　　　・高額障害福祉サービス費＠20,000円×12ヶ月

　

　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円

事業内容 摘要款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）
特定財源 一般

財源



国・県
支出金

地方債 その他

3.民生費 継続 介護保険事業 267,697 232 8,000 259,465 ○障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業　48千円
1.社会福祉費 　・障害者自立支援法によるホームヘルプサービス利用者で、境界層該当者として、所定の 県3/4
11.介護保険事業費 　　要件に該当した場合に、利用料の全額助成を行う。 （国1/2

　県1/4)

○上記事業の審査支払手数料　3千円
　・上記事業の審査に係る国保連合会審査手数料

○社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額
軽減措置事業　260千円
　・低所得で特に生計が困難である者について、介護保険サービスの提供を行う社会福祉
　　法人等が、その社会的な役割にかんがみ、利用者負担を軽減した場合に助成を行う。

○サービス計画（ケアプラン）作成の委託　4,500千円 計画費
　・要支援１又は２の方のサービス計画（ケアプラン）を、地域包括支援センターから各居宅 雑入
　　介護支援事業所へケアマネージャ１人につき８件までの範囲で委託する。 8,000千円

○介護保険特別会計繰出金　262,886千円
　・介護保険事業の運営に係る経費として、介護・予防給付費負担金、職員給与費及び事
　　務費等を一般会計から介護保険特別会計へ繰出す。

3.民生費 継続 いきいき健康 389 389 ○高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、介護予防・生きがい活動支援通所事業
1.社会福祉費 センター運営費 施設を管理運営する。
12.いきいき
　健康センター 　・需用費　消耗品費　　　　15千円
　運営費 　・　〃　　　燃料費　　　　　　8千円

　・　〃　　　光熱水費　　　178千円
　・　〃　　　修繕料　　　　　 20千円
　・役務費　通信運搬費　　 36千円
　・　〃　　　火災保険料　　 91千円
　・使用料及び賃借料　使用料　　　　  26千円
　・　〃　　　　　　　　　　テレビ受信料　15千円
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事業内容 摘要款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円
特定財源 一般

財源
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国・県
支出金

地方債 その他

４衛生費 継続 一般管理 5,497 55 5,442 ○在宅健康管理システム（うらら）利用事業として、端末機300台を各家庭に設置し、住民
１保健衛生費 健康管理システムを運用して、住民の健康管理と健康づくりを推進する。
1保健衛生総務費 　　　・賃金（臨時職員賃金)　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １，７１６千円

　　　・報償費（在宅健康管理システム検討委員・健康づくり委員)　　　　　　　　７２千円
　　　・需用費　　　消耗品費　           　　　　　　　　             　　　　　　　　 　  １00千円 県　２/３
　　　・　〃　　　　　健康管理システム端末機修理代　　　　　　　　　　　　　　　１５８千円 上限あり
　　　・役務費（火災保険料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８千円

　　　・委託料（健康管理システムホスト年間保守委託料）　　　　　　　　　　　 ８８２千円
　　　・負担金補助及び交付金
　　　　　　ふるさと広域連合負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，４５３千円
　　　　　　日本栄養士会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６千円
　　　　　　日本看護協会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６８千円
　　　　　　市町村保健師協議会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １４千円

継続 農村センター運営 1,298 1,298 ○保健センターで実施される各種事業の円滑な運営を図るため、施設の環境確保と
事業 機能維持に向け、施設内の設備の保守点検整備等を実施。

　・燃料費　灯油代　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ２０千円
　・光熱水費　ガス、水道代　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           １４０千円
　・修繕費　和室畳表替え　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           １８０千円
　・手数料　マット交換、消防設備点検、浄化槽検査、清掃　　　　　　　　　　　　３００千円
　・火災保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　          ５１千円
　・委託料　エレベーター管理、浄化槽維持管理　　　　　　　　　　　　　　　　　   ６０７千円

４衛生費 継続 献血推進事業 100 100 ○「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」に基づき、献血思想の普及・広報
１保健衛生費 活動を行い、献血事業を推進する。
２予防費 　　　・消耗品費（献血奨励品）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００千円

継続 母子保健事業 10,738 1,435 9,303 ○妊産婦・乳幼児の健康保持と健全育成のため健康診査・保健指導・相談事業などを通じ
て母子保健の向上を期する。特に本年度は妊婦健診の充実を図るため、健診を５回から
１４回とする。
　　　・賃金（看護師賃金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２千円
　　　・報償費（乳児健診・５歳児健診医師報償費等）　　　　　　　　　　　　　　　８８６千円
　　　・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４千円
　　　・需用費　離乳食講習会材料代ほか消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　　　９０千円
　　　・　〃  　　食糧費　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０千円

事業内容 摘要特定財源 一般
財源

　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）



国・県
支出金

地方債 その他

　　　・　〃　  　印刷製本費（健診受診票ほか印刷代）　　　　　　　　　　　　 　　２００千円
　　　・　〃　　　医薬材料費　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８千円
　　　・役務費（通信運搬費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１０千円
　　　・委託料
　　　　　１歳６ヶ月児健康診査精密検査委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０千円
　　　　　３歳児健康診査精密検査委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０千円
　　　　　乳幼児健診医師委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０８千円
　　　　　乳児健康診査委託料                        　　　　                    　　　　１，４６１千円 妊婦検診

　　　　　妊婦健康診査委託料（５回を１４回に増）　　　　                     　　　６，５９９千円 委託料

　　　　　妊婦歯科健康診査委託料　　　　　　　　　　　　　                   　　　　　　２５千円 9回分

　　　　　歯科保健事業委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７９５千円 県 １／２

　　　・使用料及び賃借料（タクシー借上料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８０千円
継続 女性の健康づくり 370 370 ○食生活改善推進員による料理講習会等を実施し、地域住民の食生活改善の推進と生活

推進事業 習慣病予防の普及啓発を図る。
　　　・報償費（食生活改善推進員食育講習会報償費）　　　　　　　　　　　　　　１００千円
　　　・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５千円

　　　・需用費　（講習材料代等消耗品費　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００千円
　　　・役務費(通信運搬費　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５千円
　　　・食生活改善推進員活動補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０千円

４衛生費 継続 予防接種 22,207 625 21,582 ○予防接種法に基づく定期予防接種を実施する。　また、乳幼児及び高齢者にインフルエ
１保健衛生費 ンザ予防接種助成を行い、発症及び重症化を予防する。
２予防費 なお、新たに重度障害者を対象にインフルエンザ予防接種助成を行う

　　　・報償金　（ポリオ接種医師　）　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　　　　１５３千円
　 　 ・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　１１千円 個人負担

　 　 ・需用費　　　　消耗品費　（色上質紙ほか）　　　　　 　　　　　　　　　　　　  　　８０千円 ６２５千円

  　　・　〃　　　　　　印刷製本費（パンフレットほか）　　　 　　　　　　　　　　　　　  　２４千円
　　　・　〃　　　　　　医薬材料費　（ポリオ生ワクチンほか）　　　　　　　　　　　 　  １５９千円

　  　・役務費（通信運搬費）　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　  　２００千円
    　・委託料
    　　　　三種混合（６００人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　３，９６４千円
    　　　　二種混合（１９０人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １，０３３千円
    　　　　日本脳炎（１，０００人）　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　２，０５５千円
    　　　　高齢者インフルエンザ予防接種委託料（4,200人） 　　　　　　　　　　　５，０４０千円
    　　　　アレルギー精密（５人）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　６５千円
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款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円

事業内容 摘要特定財源 一般
財源
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国・県
支出金

地方債 その他

    　　　　麻しん風しん混合Ⅰ・Ⅱ期（３００人）　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　３，１３８千円
    　　　　麻しん風しん混合中１・高３（３６３人）　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 ３，７２５千円
    　　　　BCG（１４０人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９８０千円
　　　・扶助費　　生活保護インフルエンザ予防接種給付費（２０人）　　　　　　　　　　３０千円
 (新規）  ７歳～６４歳以下の重度障害者インフルエンザ予防接種助成（２００人）　  ３００千
   　　 　  乳幼児インフルエンザ予防接種助成等 （８０５人）    　　　　　　　　　 　１，２５０千円

継続 精神保健福祉事業 75 75 ○精神障害者を対象に、調理実習・レクリエーション・手芸などをとおした地域との交流の
場として、日常生活訓練を行う。
　　　・消耗品費（調理実習材料費･手芸等材料費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７５千円

継続 難病患者等居宅 333 249 84 ○各種制度を利用することができない難病患者に対し、在宅での生活を支援するためヘル
生活支援事業 パー派遣、日常生活用具の給付、ショートステイ事業を行う。 国　１/2

　　　・委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０８千円 県　１/4
　　　・扶助費　　日常生活用具給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２５千円

４衛生費 継続 健康教育 545 124 421 ○寝たきり等の原因となる生活習慣病を予防することを目的に、医師による講演会・料理
１保健衛生費 講習会･運動指導等各種教室を実施し、町民の健康づくりを推進する。
３健康づくり推進事業費 　　　･報償金　　（　医師・歯科衛生士・食生活改善推進員　）　　　　　　　　　　　　　２７３千円

　　　・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ９千円 県　２/３
　　　・需用費（　講習材料代等消耗品費　）　　　　　　　      　 　　　　　　　　　　　　　２００千円
　　　･印刷製本費（禁煙啓発用パネル）　　　　　　　　　   　　    　　　　　　　　　　　　　３４千円
　　　･通信運搬費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　　　　　　　　　 ２９千円

継続 健康相談 475 31 444 ○定例健康相談、検診結果相談会等を実施し、生活習慣病の予防に努める。
　　　･報償金　　（在宅健康管理システムうらら判定医師）　　　　　　　　　　　　　　　２４０千円
　　　･需用費　消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   １４千円
　　　･　〃　　　医薬材料費（検尿試験紙）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 １１千円 県　２/３
　　　･役務費（健康管理システム郵券料）　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２１０千円

　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円

事業内容 摘要特定財源 一般
財源

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）



国・県
支出金

地方債 その他

４衛生費 継続 健康診査 26,723 327 330 26,066 ○町内６会場でセット検診を実施し、町民の健康管理の一助とする。
１保健衛生費 休日検診は好評なため、広く町民を対象として２会場で行う。医療制度改革後も国保被保
３健康づくり推進事業費 険者に限定せず、４０・４５・５０・５５・６０歳町民を対象とした人間ドック検診を継続実施す 日曜検診

また町民の利便を図るため、医療機関委託検診として胃カメラ検診・乳がん検診も継続実 県　２/３

　　　・賃金（臨時職員賃金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４４千円 肝炎

　　　・需用費　消耗品費（検診容器代・用紙代等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００千円 県　２/３
　　　・　〃　　　印刷製本費（胃カメラ検診票ほか）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ７０千円
　　　・役務費　通信運搬費　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００千円
　　　・　〃　　　印刷機年間保守手数料　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　９９千円
　　　・委託料（各種検診委託料） 個人負担

         　３０歳代・生保世帯基本検診委託料　（１４０人）　　　　　　　　　　　　　　　 ６７３千円
　　　　　肝炎ウイルス検査委託料　　（１８０人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１７千円 ３３０千円

　　　　　胃がん検診委託料　（１，５８０人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ７，１２１千円
　　　　　子宮がん検診委託料　（１，２００人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，０９９千円
　　　　結核・肺がん検診委託料　（３，０５０人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，４９０千円
　　　　　肺がん検診（喀痰）　　　　（１７０人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０２千円
　　　　　大腸がん検診委託料　（１，８００人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，９１１千円
　　　　　前立腺がん検診委託料（６００人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ９４３千円
　　　　　乳がん検診委託料（８８０人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３，７９４千円
　　　　　人間ドック検診委託料（100人　４５歳・５５歳を新たに追加）　　　　 　　３，３５９千円
　　　　　がん精密検査紹介状委託料　（４５３人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １００千円
　　　　　休日がん検診委託料　（2会場）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ４９０千円
　　　　　がん検診読影委託料：肺・乳（２８７人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６０千円
　　　　　PC受付業務委託料（１７．５日分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４１千円
　　　・扶助費（生活保護世帯検診個人負担金助成金）　　　　　　　　　　　　　　　　　１０千円

継続 訪問指導 626 17 609 ○検診結果、要精密者と判定された者で、未受診等指導を要すると思われる者へ訪問指導
を行う。また各種検診の｢要指導者｣を訪問し精密検査の受診勧奨等健康管理指導を行う。
　　　・需用費　　消耗品費（タイヤ代）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０千円
　　　・　〃　　　　燃料費　（ガソリン代）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　２７０千円 県　２/３
　　　・　〃　　　　修繕料（車検整備料等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６０千円
　　　・役務費　　車検手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７千円
　　　・　〃　　　　自動車保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １２１千円
　　　・公課費　　（自動車重量税）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８千円

68,987 2,238 955 65,794
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事業計画の概要
所属：　　　健康福祉 課

9 介護保険特別会計

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円）
事業内容 適用特定財源

一般財源
国・県支出金 地方債 その他

1総務費 継続 一般管理 25,084 25,084 介護保険事業事務の円滑な運営を行う。 繰入金

1総務管理費 　人件費（給料、手当等）3名　21,494千円

1一般管理費 　賃金（認定調査員補助等）1名　1,716千円

　通信運搬費（電話・郵便代） 400千円

　介護保険ｼｽﾃﾑ保守料（ｿﾌﾄ・ﾊｰﾄﾞ） 1,125千円

　需用費ほか　349千円

1総務費 継続 一般管理 6,798 6,798 介護保険事業運営のための国保連合会への負担金等。 繰入金

1総務管理費 　国保連合会事務負担金 371千円

2連合会負担金 　要介護（支援）認定のための主治医意見書作成負担金6,235千円

　手数料（審査手数料）ほか　192千円

1総務費 継続 包括支援ｾﾝﾀｰ運営 24,013 14,271 9,742 地域にあるさまざまな社会資源を使って、高齢者の生活を総合的に支えて
いくための拠点として地域包括支援ｾﾝﾀｰを中心に、介護予防に関するマネ
ジメントをはじめとする高齢者への総合的な支援を行なう。主な事業として
は、介護予防ケアマネジメント、総合相談・支援、権利擁護、虐待早期発見・
防止、地域のケアマネジャーなどの支援。

国 40%

1総務管理費 費 県20%

3包括支援セン 町20%

　ター運営費 保険料

20%

　人件費（給料、手当等）2名　13,905千円

　賃金（臨時職員等）3名　7,288千円

　需用費（消耗品費・印刷製本費ほか） 340千円

　通信運搬費（電話・郵便代） 336千円

　使用料及び賃借料（コピー機・印刷機等） 562千円

　備品購入費（公用車）　1,225千円

　委託料ほか　357千円

1総務費 継続 一般管理 732 732 第１号被保険者保険料の賦課、徴収を行う。 繰入金

2徴収費 　通信運搬費（郵便代）　600千円

1賦課徴収費 　印刷製本費ほか　132千円

1総務費 継続 一般管理 2 2 第１号被保険者保険料の滞納処分を行う。 繰入金

2徴収費 　郵便代ほか　2千円

2滞納処分費

1 総務費 継続 一般管理 3,813 3,813 要介護（支援）認定を行うための事務及び審査会費。 繰入金

3 介護認定審 　鳥取中部ふるさと広域連合負担金　3,573千円

　査会費 　認定審査会システム保守料ほか　240千円

1 介護認定審

　査会費
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事業計画の概要
所属：　　　健康福祉 課

9 介護保険特別会計

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円）
事業内容 適用特定財源

一般財源
国・県支出金 地方債 その他

1 総務費 継続 一般管理 4,539 4,539 要介護（支援）認定を行うための調査及び事務費。 繰入金
3 介護認定審 　通信運搬費（電話・郵便代）　400千円
　査会費 　認定調査委託料　3,686千円
2 認定調査等 　消耗品、燃料費ほか　453千円
　費
1 総務費 継続 一般管理 56 56 介護保険事業計画・老人保健福祉計画の策定等を行う委員会費。今年度

は、次期の第4期の同計画を策定する。
繰入金

4 計画策定委 　委員報酬(年2回予定）　44千円
　員会費 　郵便代等　12千円
1 計画策定委
　員会費

1 総務費 継続 一般管理 37 37 包括支援センターの円滑かつ適切な運営方針等、及び地域密着型サービ
ス等の指定・運営に関する協議を行う。

繰入金
5 包括支援ｾﾝﾀｰ

   運営協議会費 　委員報酬(年2回予定）　28千円
1 包括支援ｾﾝﾀｰ 　消耗品費　5千円
   運営協議会費 　郵便代　4千円
2 保険給付費 継続 給付事業 1,539,142 617,964 921,178 要介護認定者が介護サービスを利用した場合の保険給付を行う。

また、高齢者が住みなれた地域での生活を継続するため地域の実情に合
わせて整備する｢地域密着型サービス」も行う。この地域密着型サービス
は、認知症に対するものが主である。

在宅
1 介護ｻｰﾋﾞｽ等 国 25.0%
　諸費 県 12.5%
1 介護ｻｰﾋﾞｽ等 施設
　諸費 　居宅サービス給付費　683,052千円 国 20.0%

　施設サービス給付費　574,944千円 県 17.5%
　福祉用具購入費　1,382千円
　住宅改修費　6,260千円 支払基金

　サービス計画費　71,255千円 30.0%
　地域密着型サービス給付　202,249千円 町 12.5%

保険料
20.0%

2 保険給付費 継続 給付事業 80,178 32,191 47,987 要支援認定者が介護予防サービスを利用した場合の保険給付を行う。 国 25.0%
2 介護予防ｻｰ 県 12.5%
　ﾋﾞｽ等諸費 　居宅サービス給付費　69,467千円 支払基金

2 介護予防ｻｰ 　福祉用具購入費　311千円 30.0%
　ﾋﾞｽ等諸費 　住宅改修費　2,032千円 町 12.5%

　サービス計画費　8,368千円 保険料
20.0%



事業計画の概要
所属：　　　健康福祉 課

9 介護保険特別会計

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円）
事業内容 適用特定財源

一般財源
国・県支出金 地方債 その他

2 保険給付費 継続 給付事業 2,394 960 1,434 国保連合会に委託しているサービス給付内容の審査手数料の支払を行な
う。

国 25.0%
3 その他諸費 県 12.5%
1 審査支払手 　審査支払手数料　2,394千円 支払基金

　数料 30.0%
町 12.5%
保険料

20.0%
2 保険給付費 継続 介護給付費請求書電 965 965 介護給付費請求に伴う電算処理の手数料。 繰入金
3 その他諸費 算処理ｼｽﾃﾑ料 　共同処理手数料　965千円
2 介護給付費
   請求書電算
   処理ｼｽﾃﾑ料

2 保険給付費 継続 給付事業 23,000 9,234 13,766 利用者負担の1ヶ月の合計額が一定額を超えた分について高額サービス費
の支払を行う。

国 25.0%
4 高額介護ｻｰ 県 12.5%
　ﾋﾞｽ等費 　高額介護サービス費　22,440千円 支払基金

1 高額介護ｻｰ 　高額支援サービス費　60千円 30.0%
　ﾋﾞｽ等費 　高額医療・高額介護サービス費　500千円 町 12.5%

保険料
20.0%

2 保険給付費 継続 給付事業 52,500 21,078 31,422 低所得者の人は所得に応じた負担限度額までを自己負担し、残りの基準
費用額との差額分を介護保険から給付。

在宅
5 特定入所者 国 25.0%
　介護ｻｰﾋﾞｽ 　特定入所者介護サービス費　52,380千円 県 12.5%
　等費 　特定入所者支援サービス費　120千円 施設

国 20.0%
県 17.5%
支払基金

30.0%
町 12.5%
保険料

20.0%
3  財政安定化 継続 一般管理 711 711 各市町村の介護保険財政が安定的に運営されるよう県に設置されている

財政安定化基金に充てるための拠出金。
保険料

　基金拠出金
1 財政安定化 　財政安定化基金拠出金　711千円
　基金拠出金
1 財政安定化
　基金拠出金
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事業計画の概要
所属：　　　健康福祉 課

9 介護保険特別会計

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円）
事業内容 適用特定財源

一般財源
国・県支出金 地方債 その他

4 地域支援事 継続 介護予防特定高齢者 19,010 7,209 11,801 将来要介護状態になるおそれが高い方（＝特定高齢者）に対し、要介護状
態となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止を目的と
して積極的な介護予防を行う施策、対象者の把握、リスクに応じた通所型
サービスの提供、事業の評価を行う。

国 25.0%
　業費 施策事業 県 12.5%
1 介護予防事 支払基金

　業費 30.0%
1 介護予防特 【特定高齢者把握事業】 町 12.5%
　定高齢者施 ・生活機能評価　対象者：第1号被保険者で要介護認定を受けていない者

約4,700人
　健診委託料 　1,691千円

保険料

　策事業費 ・認知症スクリーニング　対象者：旧赤碕地区　第1号被保険者で要介護認
定を受けていない者　約3,000人
　医師等報償費 320千円

20.0%

【通所型事業】
・パワーリハビリテーション（委託先：森本医院）
　委託料　3,480千円
・認知症予防教室（委託先：介護サービスセンターさわやか）

委託料 1,000千円

利用料
408千円

【評価事業】
認知症対策研究委託料 250千円

人件費(給料､手当等　2人）　　　12,129千円
消耗品費、郵便代ほか　140千円

4 地域支援事 継続 介護予防一般高齢者 7,476 2,803 4,673 全ての第1号被保険者を対象とする事業で、介護予防に向けた取組を実施
する地域社会の構築を目的として、介護予防に関する知識の普及・啓発や
地域における自主的な介護予防に資する活動の育成・支援を実施する。ま
た、認知症に対する正しい理解、認知症を予防する取り組み、また認知症
になっても安心して暮らせるまちづくりを目指す活動を行う。

国 25.0%
　業費 施策事業 県 12.5%
1 介護予防事 支払基金

　業費 30.0%

2介護予防一 町 12.5%
　般高齢者施 【普及啓発】 保険料
　策事業費 ・認知症対策 20.0%

　ひらめきはつらつ教室、物忘れ相談、フォーラム　334千円 利用料
　認知症予防教室　報償費、委託料　3,422千円 740千円
　印刷製本費　認知症サポーター養成パンフレット　50千円
　需用費　小学生との交流カルタによる普及啓発　70千円
　通信運搬費　32千円
・低栄養対策、報償費他　793千円
・高齢者健康づくりウオーキング事業　報償費他　76千円
・介護予防パワーリハ事業　委託料　600千円
・温水利用の介護予防事業　委託料　672千円
・介護予防体操創作事業　報償費、需用費、備品購入費　227千円
【地域予防活動支援事業】
・サークル活動支援　委託料　1,200千円



事業計画の概要
所属：　　　健康福祉　課

9 介護保険特別会計

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円）
事業内容 適用特定財源

一般財源
国・県支出金 地方債 その他

4 地域支援事 継続 任意事業 2,679 1,606 1,073 要介護高齢者を在宅で介護している家族を支援するための家族介護支援
事業、成年後見制度利用支援事業等を実施する。

国 40%
　業費 県
2 包括的支援 20.00%
　事業・任意事 【家族介護支援事業】 町
　業費 ・ことうら家族の会ほか　報償費　70千円 20.00%
2 任意事業費 ・介護家族交流事業　食糧費ほか　90千円 保険料

・生活管理指導事業　委託料　1,369千円 20.0%
・家族介護用品支給事業　扶助費　900千円
【成年後見制度利用支援事業】
・成年後見制度申立費用　手数料　100千円
・成年後見制度後見費用　手数料　120千円

・消耗品費　30千円

4 地域支援事 継続 総合相談事業 80 48 32 高齢者の相談を総合的に受け止めるとともに、訪問して実態を把握し、必
要なサービスにつなぐ。また、虐待の防止など高齢者の権利擁護に努め
る。

国 40%
　業費 県
2 包括的支援 20.00%
　事業・任意事 　委員報償費等　60千円 町
　業費 　琴浦町介護支援専門員連絡協議会負担金　20千円 20.00%
3 総合相談事業 保険料
  費 20.0%

5 基金積立金 継続 一般管理 110 110 中期財政運営期間中の剰余金の管理基金への積立金。
1 基金積立金
1 介護給付費 　介護給付費準備基金積立金　1千円
　準備基金積 　介護給付費準備基金積立金利息　109千円
　立金
5 基金積立金 継続 一般管理 10 10 介護報酬改定に伴い、保険料の上昇を抑制するために交付される介護従

事者処遇改善臨時特例基金の利息。1 基金積立金
1 介護従事者
　処遇改善臨 　介護従事者処遇改善臨時特例基金利息　10千円
　時特例基金
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事業計画の概要
所属：　　　健康福祉 課

9 介護保険特別会計

款・項・目
新規
継続
の別

事業名
予算額

　　（千円）

　　　　　　　　財源内訳　　　　　（千円）
事業内容 適用特定財源

一般財源
国・県支出金 地方債 その他

6 公債費 継続 一般管理 50 50 一時借入金の利子。
1 公債費
1 利子 　一時借入金利子 50千円

7 諸支出金 継続 一般管理 400 400 過年度分第１号被保険者保険料の還付金。
1 償還金及び還 　介護保険料還付金　400千円
　付加算金
1 第1号被保険

　者保険料還
　付金

7 諸支出金 継続 一般管理 1 1 国県支出金等の過年度分精算による返還金。
1 償還金及び還
　付加算金 　国県支出金等過年度分返還金　1千円
2 償還金

7 諸支出金 継続 一般管理 1 1 一般会計への過年度分精算による返還金。
2 繰出金
1 一般会計繰 　過年度分返還金　1千円
　出金

8 予備費 継続 予備費 1,533 1,533 予備費。 保険料
1 予備費
1 予備費 　予備費　1,533千円

合　計 1,795,314 707,364 0 1,087,548 402
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